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公立大学法人県立広島大学役員の報酬等の基準（案）について

 役員報酬の支給基準 (案)

１　常勤の役員の報酬

　(1)　報酬の種類

　給料，地域手当，通勤手当及び期末特別手当

　(2)　理事長の給料

　月額　９９４，０００円

※　最初の理事長に係る特例

　法人設立の前日に学長であった者が理事長となった場合において，上記の

額が同日において受けていた額に達しないときは，上記の額にその差額に相

当する額を加えた額とする。

　(3)　理事の給料

　月額７２８，０００円～７８４，０００円で理事長が定める額

　(4)　手当

手当の種類 支　給　額 備　　　考

地 域 手 当      (※) 職員に準ずる額 給料月額の３％

通 勤 手 当      同

期末特別手当 年間３．３５か月分
役員の貢献度等を考慮して１００

分の１０の範囲内で増減できる。

※地域手当…物価及び生計費が特に高い地域に在勤する職員等に対して支給される手当
　広島市―３％

　(5)　職員を兼務する役員の取扱い

　役員報酬は支給しない。

２　非常勤役員の報酬

　(1)　報酬の種類

　非常勤役員手当及び通勤手当

　(2)　手当

手当の種類 支　給　額

非常勤役員手当 月額　５０，０００円

通 勤 手 当      費用弁償として職員旅費規程に基づく額を支給
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 役員退職手当の支給基準 (案)

１　退職手当の額

　退職日の役員の給料月額を基礎として，職員退職手当規程に定める方法に従い算

出する。

２　業績評価

　法人の業績に対する貢献度等を総合的に勘案して，当該役員の業務実績に応じて

増額又は減額することができる。

３　法人職員又は県職員を退職して引き続き役員となり，そのまま役員を退職した場

合の取扱い

　職員の在職期間を役員の在職期間に通算し，法人職員又は県職員として退職した

と仮定して計算した額を支給する。

４　退職手当の不支給

　次の場合には，役員の退職手当を支給しない。

　①　非常勤の役員が退職した場合

　②　職員を兼務する役員が役員を退職した場合

　③　役員を退職し，引き続き法人職員又は県職員となる場合



3

○　職員退職手当規程に定める算定方法

退職手当の額＝退職手当の基本額＋退職手当の調整額

　・　退職手当の基本額

　退職日における給料月額×勤続期間に対する支給率

　勤続期間に対する支給率

勤 続 期 間      支　給　率

１年～１０年 １年につき１００／１００

１１年～１５年 １年につき１１０／１００

１６年～２０年 １年につき１６０／１００

２１年～２５年 １年につき２００／１００

２６年～３０年 １年につき１６０／１００

３１年～ １年につき１２０／１００

・　退職手当の調整額

　職員の区分に応じて定める額×最大６０か月

　職員の区分

区　　分 金額（円／月）
経過措置調整額（円／月）
（平成２０年３月３１日まで）

第１号区分 ６２，５００ ４０，６３０

第２号区分 ５０，０００ ３５，０００

第３号区分 ４５，８５０ ３４，３９０

（以　下　略）
※役員は第１号区分相当とする。

　※退職手当の調整額…職員の在職期間のうち職務の級等が高い方から 60 か月分（5 年分）を勘
案した一定額を退職手当の基本額に加算するもの。民間企業の退職金におけるポイント制の
考え方を，公務員の人事管理，人事運用等に合わせた形で採り入れた，「職責ポイント」制に
相当する制度。

　※調整額は，一定の場合に額が制限され，又は支給されないことがある。

（参考）


